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注目される「労働者派遣法」改正への動き 
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◆４月から制度改正 
 
 

◆派遣法改正に関する与党案の内容  

先日、自民・公明両党でつくる「新雇用対策に関

するプロジェクトチーム」が、労働者派遣制度の見

直しに関する基本方針を決定、発表しました。同チ

ームでは、この基本方針を踏まえ、今秋に開かれる

予定の臨時国会において労働者派遣法の改正を求め

ており、厚生労働省でも、改正案を提出する準備を

進めているようです。 

ここでは、同チームで決定された基本方針をご紹

介します。主な内容は、以下の通りです。 

 

◆「日雇い派遣」の原則禁止  

低賃金や不安定な身分などが社会問題化している

「日雇い派遣」については、通訳などの専門性の高

い一部の業務を除いて（ポジティブリスト化して）、

原則として禁止する方針です。しかし、派遣会社を

はじめとする産業界からは、反対の声が上がってい

るようです。 

 

◆グループ企業内での「専ら派遣」の規制強化  

大手企業グループの派遣会社で働く派遣労働者の

うち、約８割の人が同じグループ企業内への派遣と

なっており、また、３割を超える派遣会社がグルー

プ内の企業のみに労働者を派遣していることが、厚

生労働省の調査で明らかになっています。 

これらは、労働者派遣法で禁止されている「専ら

派遣」となっているのではないかとの指摘があり、

何らかの規制が必要との意見が以前から上がってい

ました。このグループ内での「専ら派遣」について、

規制を強化していく方針です。 

 

◆偽装請負の派遣先に直接雇用の行政勧告  

請負契約であるのに派遣労働者のように働かせた

り（いわゆる偽装請負）、建設・港湾などといった禁

止業務で派遣労働者を受け入れたりするなど、派遣

労働者を違法に受け入れた企業を対象に、派遣労働

者の直接雇用を行政官庁が勧告できるようにする

（勧告に従わない場合は企業名を公表する）制度も

検討されています。 

 これまで違法派遣については、派遣元に対する罰

則しかなかったため、派遣先にもその対象を広げる

ことにより、違法派遣を抑制したい考えです。 

 

◆その他の内容  

上記の内容以外にも、派遣先の労災責任の明確化、

派遣元の手数料（マージン率）の公開義務付け等も

方針として挙げられており、今後の法改正への動き
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が注目されるところです。 

 

 

 


